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抄　　録

　小学校給食の一人前を均等に配食することが児童の喫食前における配食方法、栄養素等摂取量に与

える効果を明確にすることを目的とした。

　A市は市内小学校２校の４、５年353名を対象に配食方法変更による有効性を給食喫食実態調査、

給食時間状況調査、身長・体重測定の結果から検討した。配食方法は給食の各料理を学級内全員に一

人前を均等に配食することであり、各校７～ 11週間実践した。本研究は、A市の依頼により児童の配

食状況、栄養素等摂取量、エネルギー摂取量と１食あたりの推定エネルギー必要量との差（ΔEER）

について一人前均等配食の実践前後を比較、有効性を検討した。

　一人前均等配食実践後は、喫食前に自由意思により給食量を調整する児童が減少した。各学年のエ

ネルギー摂取量は、ばらつきが減少するとともに、各児童のΔEERは±0kcalに近づいた。また、Δ

EERが大きい児童が明確になった。

　一人前均等配食は児童の配食状況、栄養素等摂取状況を改善した。実践後もΔEERが大きく、個別

指導が必要な児童を明確にできることが示唆された。栄養教諭は一人前均等配食の方法や有効性、個

別指導の必要性を理解し、給食時間運営に積極的に参画することが求められる。 
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はじめに

　我が国の学校給食は、明治22年（1889年）に貧困

救済のために始まり、戦時中の一時中止を経て、昭

和22年（1947年）にアジア救援公認団体（Licensed 
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Agencies for Relief in Asia : LARA）の支援により

再開された。戦後の学校給食の目的は子どもの栄養

状態の改善であり、学校給食実施率の増加とともに

子どもの体位は飛躍的に向上１）したことから、学校

給食は我が国の栄養政策上、大きな役割を果たして

きたといえる。近年の学校給食に関連する状況は、

平成17年食育基本法制定及び栄養教諭制度施行、平

成19年『食に関する指導の手引き』発行、平成20年

学校給食法改正など著しい変化がみられている。ま

た、平成29年の学習指導要領改訂においては、「主

体的・対話的で深い学び」を重点とする中で、総則

に食育の推進について記述が充実し、家庭や地域社

会との連携を図りながら、生涯を通じて健康・安全

で活力ある生活を送るための基礎を培うことが目標

に掲げられている２）。また、学級活動の内容に食育

の観点を踏まえた学校給食と望ましい食習慣の形成

が明記されたことから３）、学校給食は適切な栄養摂

取による健康の保持増進だけでなく、教育的位置づ

けが求められていることが分かる。このような状況

下において、平成30年度には全国で6,324名の栄養

教諭が教壇に立ち、学校給食を活用した食育を実践

している４）。義務教育である小学校における食育は、

多くの国民が継続して食教育を受けることができる

唯一の機会であり、学校給食が望ましい食事の見本

として用いられている。そのため、学校給食の内容

は、学校給食実施基準５）において、厚生労働省が策

定した「日本人の食事摂取基準（2015年版）」を参

考として昼食である学校給食において摂取すること

が期待される栄養量等を勘案し、児童の健康の増進

及び食育の推進を図るために望ましい栄養量を明確

に定めるとともに、多様な食品を適切に組み合わせ

て、児童が様々な食に触れることができるようにす

ることと明記されている。平成22年度児童生徒の食

事状況等調査報告書【食事状況調査編】６）では、学

校給食がある日は、ない日に比べて食塩以外の栄養

素等の摂取量が多いことが報告されており、児童の

栄養素等摂取における学校給食の意義は極めて大き

いといえる。給食指導においては、平成31（2019）

年に改訂された『食に関する指導の手引き－第二次

改訂版－』７）をもとに指導が行われている。しかし

ながら、現場における給食時間の具体的な運営方法

は、マニュアル等で明確に示されることが全国的に

少ないことが現状である。平成22年度児童生徒の食

事状況等調査報告書【食事状況調査編】６）では、小

学５年生における学校給食の栄養摂取量は０～

2,700kcalと大きな差があり、中央値が推定エネル

ギー必要量（estimated energy requirement：

EER）の1/3に達していないこと、各自のEERの

1/3との差が200 kcal以上不足している児童の割合

は約30％であることが明らかにされている。同調査

の【食生活実態調査編】８）では、小学校で5.2％の

児童が給食をいつも残すと回答しており、児童の給

食喫食状況には個人差が存在していることが推察さ

れる。先行研究では、給食の食べ残しに関連する要

因として喫食時間、嗜好、BMIが挙げられること、

喫食時間の短さが残食率を増加させていることが示

されている９，10）。このように、先行研究では学校給

食と残食に関する研究が多く、食べ始めるまでの配

食状況や児童一人一人の喫食量については、十分な

議論がなされていないといえる。筆者らの先行研

究11）では、小学校給食におけるエネルギー摂取量に

ついて主食の配食状況をもとに検討し、配食量のば

らつきと喫食開始前の児童の自由意思による量の調

整（お増やし、お減らし）により、エネルギー摂取

量及び主食配食量に大きな個人差が生じており、学

校給食が望ましい食事の見本としての役割を十分に

果たせていないことを示した。このような現状から、

各児童の給食喫食状況を適正化し、個々に望ましい

喫食量に近づけるために、基準量を均一に配食する

こと、児童の自由意思によるお増やし及びお減らし

に対して適切な指導を行うこと、栄養教諭による個

別的な相談指導が必要であることを提言した。

　A市教育委員会（以下、A市）は、これらの全国

調査や先行研究の結果をもとに、学校給食の一人前

を各児童に均等に配食することによる有効性を検討

するために給食喫食実態調査、給食時間状況調査、

身長・体重測定を実施した。本研究は、A市からの

依頼を受け、A市の調査結果から小学校給食におけ

る一人前均等配食がお増やし、お減らし等の児童の

配食状況、栄養素等摂取量に与える効果を検証する

ことを目的とした。また、結果をもとに、給食時間

運営について検討を行った。
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方法

１．用語の定義及び配食方法

⑴用語の定義

　本研究における配食に関する用語は先行研究11）と

同様に、以下のように定義した。

　（ア）お増やし；�喫食前に児童が自由意思によっ

て自身の給食量を増量すること

　（イ）お減らし；�喫食前に児童が自由意思によっ

て自身の給食量を減量すること

　（ウ）配 食 量；�お増やし、お減らしが行われた

後の喫食前の給食量

　（エ）喫 食 量；児童が喫食した量

⑵配食方法

　（ア）一人前均等配食の実践前

　　�　一人前均等配食の実践前における配食方法

は、準備、お増やし、お減らし、会食、片付け

の一連の活動を各校の普段と同様に行った。

　（イ）一人前均等配食の実践後

　　�　一人前均等配食の実践後の配食方法は、以下

の４点に基づき、実践した。

　　１）�給食の各料理を学級内の全員に対して、一

人前を均等に配食すること。

　　２）お増やし、お減らしは行わないこと。

　　３）�個別指導が必要な児童（小食、偏食、食物

アレルギーなど）については、栄養教諭が

学級担任、養護教諭等と連携して、児童の

実態把握と十分な配慮を行った上で、児童

とともに配食量を決定すること。

　　４）�スポーツ、成長スパート等を理由に配食量

の増量が必要な児童については、３）と同

様に、当該児童の実態把握を行い、３）の

児童への対応や欠席者により、余った給食

を追加して配食すること。

　　�　なお、配食にあたっては、給食当番を担う児

童が１）に基づき一人前を均等に配食した後に

学級担任の指導の下、３）及び４）の個別指導

が必要な児童への対応を行った。

　（ウ）配食実践期間

　　�　一人前均等配食を実践した期間は、夏季休業

を除いてA校が約11週間、B校が約７週間であっ

た（表１）。

２．本研究のデータ

　本研究のデータは、A市が市内の小学校２校の４

年157名（男子91名（A校41名、B校50名）、女子66

名（A校33名、B校33名））及び５年196名（男子101

名（A校42名、B校59名）、女子95名（A校37名、B

校58名））の計353名に実施した「給食喫食実態調査」

「給食時間状況調査」「身長・体重測定」の結果をA

市の許可を得て活用した。A市は、一人前均等配食

の実践前及び実践後の計２回の調査を実施した（表

１）。本研究において活用したデータは、各児童の

身長及び体重、特定の１日の学校給食における各料

理の配食量、喫食量、お増やし及びお減らしの状況

であった。A市の調査・測定の詳細は「３．給食喫

食実態調査」「４．給食時間状況調査」「５．身長・

体重測定」で述べる。

表１　調査・測定のスケジュール
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３．給食喫食実態調査

　給食喫食実態調査は、児童の日常的な給食配食及

び喫食状況を知るために、一人前均等配食の実践前

及び実践後に各校１回ずつ実施した。調査日は米飯

（白飯）献立の日に設定し、各校の献立構成はA校

が主食、主菜、副菜２品（和え物及び汁物）、牛乳

の５品構成、B校が主食、主菜と副菜を兼ねた料理

（以下、主菜・副菜）、副菜１品、牛乳の４品構成で

あった。各校の対象者数から算出した基準献立の栄

養価を表２に示した。

　調査当日は、各児童の配食量、給食時間中のおか

わり量、給食時間終了後の残食量を料理ごとに電子

秤を用いて測定し、喫食量を算出した。配食量と残

食量の測定は各学級で一斉に実施し、おかわり量は

児童がおかわりをした際に適宜測定した。各児童の

エネルギー及び栄養素摂取量は、それぞれの料理に

ついて全校分の食材の純使用量から算出したエネル

ギー及び栄養素の値を調理後のできあがり重量で除

した「できあがり量１gあたりのエネルギー及び栄

養素量」に各児童の喫食量を乗じて算出した。本研

究において算出したエネルギー及び栄養素は、学校

給食実施基準５）に基準値が示されているエネル

ギー、たんぱく質、脂質、炭水化物、カルシウム、

マグネシウム、鉄、亜鉛、レチノール活性当量、ビ

タミンB１、ビタミンB２、ビタミンC、食物繊維、

食塩相当量の14種類とした。A市は、注意事項とし

て調査校の学級担任に対して、調査は一人前均等配

食の実践前後における児童の日常的な給食喫食状況

の把握が目的であるため、方法１（２）で示す実践

前後の配食方法に基づき普段と同様に給食時間を運

営するように説明を行った。学級担任は、児童へ調

査があること、実践前後における通常の方法で給食

を準備し、喫食するように説明した。測定を行う調

査員は、予め手順書に沿った説明を受けた後に秤量

を練習し、測定手技を熟知した上で調査測定を行っ

た。また、調査員は測定時を除いて児童から見えな

いように教室の外で待機した。

４．給食時間状況調査

　給食時間状況調査は、一人前均等配食の実践前及

び実践後に各校１回ずつ実施した。調査の内容は、

給食喫食実態調査当日の給食における各料理のお増

やし、お減らし、おかわり、残食の有無及び理由、

当日の体調等であり、自記式質問紙を用いて回答を

得た。なお、回答は給食喫食実態調査終了直後に学

級活動等の時間を使用して各学級で実施した。

	

５．身長・体重測定

　各児童の身長及び体重は、調査の前後に各校にお

いて測定した値をA市が収集した。

６．統計処理及び解析

　すべての児童について、「身長・体重測定」の結

果をもとに、公益財団法人日本学校保健会『児童生

徒の健康診断マニュアル（改訂版）』12）に記載され

ている方法に従って、肥満度及び身長別標準体重を

算出した。また、「日本人の食事摂取基準（2015年

版）」13）を参考に、１日あたりの推定エネルギー必

要量（EER）を算出し、３で除して１食あたりの

推定エネルギー必要量（EER）に換算した。１日

あたりのEERの算出にあたり、肥満度が「普通（－

20％以上、20％以下）」「やせ傾向（－20％以下）」

の児童は現体重、「肥満傾向（20％以上）」の児童は

身長別標準体重を用い、身体活動レベルは「Ⅱ（ふ

つう）」とした。

　栄養素等摂取量の解析に関しては、学校給食実施

基準における４年及び５年の基準が異なることか

ら、学年別に行った。また、喫食前のお増やし、お

表２　調査・測定時における基準献立上の栄養価
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減らしについては、各校の献立構成が異なることか

ら、学校別に検討を行った。児童の体格は対象者の

属性を把握するために学年別に男女間の差について

対応のないｔ検定を行った。「給食喫食実態調査」

により算出したエネルギー及び栄養素摂取量、各児

童のエネルギー摂取量と１食あたりのEERとの差

（ΔEER）は、学年別平均値と標準偏差とを算出し、

変動係数（CV）を求めるとともに、前後の分布の

変化についてF検定による比較を行った。解析は

IBM SPSS Statistics ver.25.0を使用し、有意水準は5 

％とした。

７．倫理的配慮

　A市は、対象者及び保護者に対して調査・研究に

関わる倫理的配慮と個人情報管理について説明を

行った。その際、調査結果を論文等により公表する

ことを併せて説明し、承諾を得た。調査結果はA市

が匿名化し、個人が特定できないデータにして受け

取った。個人情報管理及び倫理的配慮は、神奈川県

立保健福祉大学研究倫理審査委員会の承認を得た

（承認番号保大25－35）。

結果

１．対象者の体格

　対象者の体格（表３）は、４年では一人前均等配

食実践前後ともに男女間に有意な差は認められな

かった。５年では前後ともに女子の身長が男子に比

べて有意に大きかった（実践前p＝ 0.033、実践後p＝

0.002）。体重及び肥満度は、男女間に有意な差はな

かった。

２．喫食前のお増やし及びお減らしの状況

　一人前均等配食の実践前後における喫食前のお増

やし及びお減らしの状況を表４に示した。喫食前に

お増やし及びお減らしをせず配食されたまま食べ始

めた児童は、２校合わせて実践前159名（45.0％）、

実践後291名（82.4 ％）であり、実践後に増大した。

　児童の喫食前のお増やし及びお減らしの組合せ

は、A校において35通りから15通りに減少した。な

表３　対象者の体格
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表４　一人前均等配食による児童の喫食前のお増やし・お減らしの状況の比較
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お、実践後にお増やし及びお減らしを行った児童は、

学級担任との相談の上で配食量を調整したもので

あった。B校は17通りから１通りに減少し、実践後

にお増やし及びお減らしをした児童は０名であっ

た。

３．エネルギー及び栄養素摂取量

⑴エネルギー摂取量

　一人前均等配食の実践前後のエネルギー摂取量の

分布を学年別に図１に示した。各学年の実践前、実

践後のエネルギー摂取量は、４年が599±123kcal

（CV＝ 0.21）から595±85kcal（CV＝ 0.14）、５年

が694±182（CV＝ 0.26）から664±90kcal（CV＝

0.14）であった。各学年ともに実践後のエネルギー

摂取量は、実践前に比べて有意にばらつきが小さく

なった（４年p＝ 0.002、５年p＜ 0.001）。

⑵栄養素摂取量

　一人前均等配食の実践前後の栄養素摂取量を学年

別に表５に示した。実践前後の摂取量の分布に変化

がなかった栄養素は、４年ではカルシウム、レチノー

ル活性当量、５年では鉄、ビタミンB２であった。

また、４年のビタミンB２、５年のレチノール活性

当量、ビタミンB１の摂取量の分布は、実践後にお

いて有意にばらつきが大きくなった（すべてp＜

0.001）。この他の栄養素（４年10種類、５年９種類）

の摂取量の分布は、実践後において有意にばらつき

が小さくなった。

４．�各児童のエネルギー摂取量と１食あたりのEER

との関係

　一人前均等配食の実践前後における各児童のエネ

ルギー摂取量と１食あたりのEERとの差（ΔEER）

を図２、３に示した。ΔEERが±100 kcal以内であっ

た児童は実践前155名（43.9％）、実践後191名（54.1％）

であり、実践後に増大した。また、実践前後におけ

るΔEERの分布は、実践前が-3±171kcal（CV ＝

-57）、実践後が59±130kcal（CV＝２）であり、実

践後において有意にばらつきが小さくなった（p＜

0.001）。

図１　実践前後におけるエネルギー摂取状況
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考察

　本研究の対象者はA市内の小学校２校に通う小学

４、５年の男女353名であった。学校給食実施基準５）

では８～９歳と10 ～ 11歳でエネルギー及び栄養素

の摂取基準が異なることから、本研究は学年を分け

て解析を行った。データの解析にあたり、４、５年

男女別に身長・体重の差を比較したところ、５年で

は一人前均等配食の実践前後ともに女子の身長が男

子より有意に高かった。しかしながら、５年では男

女ともに一般社団法人日本小児内分泌学会の「横断

的身長・体重曲線（０－18歳）14）」において＋ 1.0 

SDの範囲であること、学校保健統計調査１）の９歳、

10歳の身長は女子が高いことから、当該学年におけ

る男女の差は一般的であると解釈し、給食喫食実態

調査の結果については、男女は一緒に解析を行った。

　小学校給食の配食状況については、喫食開始前に

各児童が自由意思によって給食量を調整する、お増

やし及びお減らしが行われていること、配食量に大

きな個人差があることが先行研究により明らかにさ

れている11）。そこで、A市では原則として各料理の

一人分を均等に配食することにより、児童にとって

基本となる１食を配食する方法を考案した。本研究

では、A市からの依頼を受け、小学校給食の配食方

法を変更し、一人前を均等に配食することが児童の

配食状況、栄養素等摂取状況に与える効果を検証す

るとともに、給食時間の運営方法について検討を

行った。

　一人前均等配食の実践後は、喫食開始前に、お増

やしとお減らしをする児童が減少し、一人前が均等

に配食された状態の給食を食べ始めた児童が増加し

た。また、各児童のお増やしとお減らしの組合せは、

両校ともに減少した。実践後の４、５年のエネルギー

摂取量は、分布のばらつきが有意に小さくなった。

また、この傾向は４年では10種類、５年では９種類

の栄養素について同様であったことから、児童の給

食喫食状況は主なエネルギー供給源である主食だけ

ではなく、主にビタミンやミネラルの供給源である

副菜の喫食量のばらつきも少なくなったことが推測

される。それゆえ、小学校給食において、各料理の

一人分を均等に配食することは、児童集団の配食状

況及び喫食状況を改善することが示唆され、学校給

表５　実践前後における栄養素摂取状況
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食の管理を職務とする栄養教諭や毎日の給食指導を

行う学級担任においては、児童が配食の際に参考に

できるように一人分量を明確に示す必要があると考

えられた。

　本研究では、集団における各児童のエネルギー摂

取量の評価として、エネルギー摂取量と１食あたり

のEERとの差（ΔEER）を用いて検討を行った。

一人前均等配食実践後においては、分布のばらつき

が有意に小さくなり、±０kcalに近づく児童が増加

したことから、個々の栄養素等摂取状況が改善した

ことが推察される。また、ΔEERの分布は、実践前 

-481 ～ 658kcal、実践後-580 ～ 338kcalであり、実

践後も幅が広く、個別の配慮が必要な児童の存在が

明確になった。特に、ΔEERが-100kcal以上であっ

た児童は実践前108名（30.6％）、実践後127名（36.0％）

であった。児童生徒の食事状況等実態調査６）では、

小学５年の学級担任が児童の生活習慣で心配なこと

として、偏食（91.8％）、小食（59.9％）、過食（34.9％）

を挙げている。筆者らの先行研究11）においても、Δ

EERが大きい児童の特徴として、エネルギー供給

源となる主食の配食量が少ないことを示しており、

現場における個別的な相談指導の必要性は極めて大

きいことが推察される。本研究においては、実践前

は児童の自由意思に基づくお増やし及びお減らしに

よって配食量にばらつきがあり、児童一人一人の真

の喫食量を把握することが困難であった。実践後は、

すべての児童に対して一人前の量が均等に配食され

たことに加え、お増やし及びお減らしは栄養教諭が

図２、３　実践前後における各児童のエネルギー摂取量とEERとの差
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学級担任等と連携して配食量を決定した。それゆえ、

学級担任が偏食や小食等により喫食量が極端に少な

い児童を明確にすることができるようになったと考

えられ、栄養教諭の個別的な相談指導につながるこ

とが期待される。このように、給食時間の運営につ

いては、一人前を明確に提示することにより、集団

の摂取量の分布のばらつきを小さくするとともに、

喫食量が極端に少ない児童等に対して、細やかな指

導を行うことによって、適切な栄養素等の摂取につ

なげることが望まれる。本研究の限界として、本研

究では一人前均等配食を実践することによる児童集

団の栄養素等摂取状況の変化を明らかにすることを

主たる目的としたため、栄養教諭による個別的な相

談指導を行った人数や指導理由については、把握し

ていないことが挙げられる。実践後にお増やし及び

お減らしをした児童は、62名と多く存在しており、

今後は一人前均等配食の実践時における栄養教諭や

学級担任等の指導内容等の状況を把握し、個別的な

相談指導を要する児童について検討を行う必要があ

る。

　個別的な相談指導については、『食に関する指導

の手引き─第二次改訂版─』７）や『栄養教諭を中核

としたこれからの学校の食育』15）にも示されている

ように、栄養学等の専門知識を有する栄養教諭が中

心となり、学級担任、養護教諭、対象児童及び保護

者等との連携のもと、児童に必要な食事量を理解さ

せた上で、児童が自ら食べる量を決めて、実践する

とともに、成長曲線や肥満曲線を活用した評価を行

う必要がある。日々児童と接する学級担任が喫食量

の極端に少ない児童を抽出できるということは、個

別的な相談指導が必要な児童を早期に発見すること

につながるため、学校における食育の推進において、

意義深いものである。

　実践後の調査及び測定は、一人前を均等に配食す

ることを２～３か月実践した後に行った。そのため、

実践後の結果は一人前均等配食を継続して実践した

ことによる結果であると考えることができる。すで

に述べてきたとおり、学校給食を用いた給食指導は

教育的位置付けが明確にされており２）、児童の心身

の健康の保持増進及び望ましい食習慣形成のために

重要である。そして、日々の給食指導をより効果的

に実践するためには、適切な配食方法の教育が必要

である。学校給食は、年間平均191回（平成30

年）16）実施されており、より効果的な指導を行うた

めに、栄養教諭については、学校内で唯一の栄養学

等の専門職として一人前を均等に配食することの効

果や個別的な相談指導の必要性を熟知し、給食時間

運営に積極的に参画することが望まれる。

結論

　給食の各料理について、一人前を均等に配食する

ことにより、以下の有効性が示された。

１．�児童の自由意思による配食量の調整（お増やし

及びお減らし）が減少すること。

２．�児童集団のエネルギー・栄養素摂取状況は、分

布のばらつきが少なくなること。

３．�児童個人のエネルギー摂取量は、１食当たりの

EERとの差が±0kcalに近づくこと。

４．�エネルギー摂取量と１食当たりのEERとの差

が大きい児童が明確に抽出され、極端に栄養素

摂取量が少ない児童に対して、個別的な相談指

導につなげることができること。

　また、日々の給食指導をより効果的に実践するた

めには、適切な配食方法の教育が重要であり、栄養

教諭は学校内で唯一の栄養学等の専門職として、配

食方法による効果や個別的な相談指導の必要性につ

いて熟知し、学校運営に積極的に参画することが望

まれる。
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Abstract

　This study aimed to clarify the effectiveness of distribute all dishes evenly for each student. We 

analyzed student's distribution and nutrient intakes by changing the distribution method in 

elementary school lunch.

　This examination covered 353 fourth and fifth grade students of the two elementary school in 

the City A.   The effectiveness was examined using the result of the school lunch intake 

examination, lunch time circumstance examination and physical measuring. City A conducted even 

distribution method; all dishes even distribution for each student in the class. And each school 

students practiced this method for 7 to 11 weeks. In this study, we examined that even 

distribution method is how effected of the student's distribution method, nutrient intakes, and the 

difference between energy intake and estimated energy requirement per one meal ( Δ EER). 

　After even distribution method, the number of students who adjusted the amounts of dishes by 

their free will before starting to eat was decreased. Thus, each school year's energy intake 

decreased in variability, and each student's Δ EER approached ± 0 kcal. In addition, children with 

large Δ EER became clear.

　Even Distribution method has improved the student's distribution method and nutrient intakes. 

In addition, the student who is large of Δ EER and need individual education can be clarified. Diet 

and nutrition teacher is an expert in school lunch management and food education (Shokuiku). 

Therefore they need to know even distribution method and effect of it, and the need for individual 

education to students. They need to participate management of school lunch time actively.

Key words：School Lunch, Even Distribution, Nutrient Intakes


